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1.は じ ・め に
イギ リスで は,い わ ゆ るイ ン フ レー シ ョン会 計 に 関 して,1973年1月 に,イ
ングラン ド ・ウ ェー ル ズ勅許会計士'協会が 「貨幣 の購 買力変動 のための会計
(AccountingforChangesinthePurchasingPowerofMoney)」と題 す る公 開 草
案第8号 を公表 して以来,今 日に至るまでおお よそ次節に示 し池 ような展開を
見 て来 て い る。 そ して,イ ン グ ラン ド. ウ_一 ル.ズ勅許会計士協 会等6団 体`"
は, 1980年3月31日置,基 準的会計実務 書第16号 「現 在 原 価 会 計」(Sta恰
1nentofStandardAccountingPracticeNo.16:Currentcostaccounting以下 ,SS
AP16号と略す)を公 表す るに至 り,つ いに イギ リスにおけ るイン フレーシ ョン
会計は・ ひ とつ の制度 と1してその歩 きを始め るこ とにな った。後 に詳 し く検討 ・
す るが,こ のSSAP16号 の特 徴は,貨幣の購買力変動ではな く,個別財貨 ・
用役 の価格変動 を考慮 しよ うとす るいわゆ る現在 原価 会計121であ るとい う・こと
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と, この現在原価にもとつ く財務諸表がこれまで伝統的に使われてきた歴史的
原価にもとつく財溺諸表の代わ りに基本財務諸表として使用されることも認め
られたとい う2点にある と考 えられ る。本稿では,以 下rs§4p-16号の内容
と,
口.
同時に公表 されたSSAP16号 に関す る ガ イ ダ ン ス ・ノー ト(Guidance
N。tesonSSAPNo.16:Currentcostaccounting)に示 さ れ て い る 現 在 原 価 に も
とつ く財務諸表作成のたφの手引について検討を加えるつ もりである。
幽.騒







の中において,その 内容が論 者に ホって区 々にな ってきてい る。た とえば,currentcostaccount一
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2.イ ギ りスにおけ るインフ レ「 シ ョン会計 の経緯
イギ りろの イγ フレーシ ョン会計は,・,これ ま で幾 多 の曲折を緯 て き て い る
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イソグラン下 ・ウェールズ勅許会計士協 会に よる 「イン フレーシ ョン期 にお





会 計i基準 運;営 委 員 会(Ac。auntingStandardsSteeringCommittee-ASSCと略




c。untingf。rChangesinthePurchasingPowerofMoneシ)」と題 す る 公 開 草 案
第8号(ED8と 略す)
このED8は,そ の題名が示す通 り,貨幣の購買力変動すなおち一般物価
水準変動の与える影響を考慮しよ うとした ものであ り,関係者か らの コメン
トを1973年7月31日 の期限1までに寄せ る よ う求め てい る。
⑤1974年5月
会計基準運営委員会(ASSC)による 「貨幣の購買力変動のたあの会計」(Ac一
countingforChangesinthePurchasingP・werofMoney)」と 題 す る 暫 定 的 基
準 会 計 実 務 書 第7号(Provisioha1StatementofStandardA㏄・untingPractice
No・7-SSA.P,7と 略 す)'
このSSAP7は,先 のED8の 内容をほ ぼその まま基 準 とした もの であ り,
す べ て の 上 場 会 社 々ミ,現 在 の 購 買 力(CurrentPurchasingP・wer-CPPと略
される)に修正 した補足財務諸表を作成す るよう要求 している。SSAP7に
は,例 外的に 「暫定 的(Pr・visio罰a1)」.とい う形容詞が付け られ てい るが,そ
れは,イ ンフレ」シ ョンの影響を考慮す ることの必要性は認められても,そ
の内容や方法等につ い てまだ意見の一致が見 られていない表れである。SS.
AP7は ・ したがって必ずしも拘束力を もたない ことを断わった うえで,19
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.174年6月・30日以降 に開始 される会計年度か ら実施す るよう強 く勧告してい
る 。
⑥ 1973年お よび1975年
イン グラン ド・ウ ェール ズ勅許会計士協 会に よる 「イ ソ フ レ ー シ ョγ会計






説 明している。理念 と手続の説明の部(P賦1:Text)と数字を使 った表示方
法 の 部(Part2:Tables)の2分冊 に な っ て い る。
⑦ ・1975年9月
イギ リス政府の イン フレーシ ョン委 員会に よる 「イン フレーシ ョン会計(InfL
ationAe。ounting)」と題 す る報 告 書
この報告書は,委員長 の名を とって一般 に「サ ソデ ィラ」ズ報告 書(Sand量1a・
ndsReport)」と呼ばれ てい る。 サ ソデ ィ ラ ソ ズ報告書 は,上 記⑥ までの会
計士協会による一連の提案が一貫して貨幣購買力変動会計を提唱していたの
に対して,個別企業の特殊価格変動の影響を考慮する会計すなわち現在原価
会計を主張 してい る。 この報告書でと られ た資産概念は,「企業に とっての
価値 (valuetothebusiness)」で あ り,こ れ は 通 常 の 場 合 に お い て は 現 在 取 ・替
原価を意味す るものであ った。 しかし,な ん といって もサンデ ィラソズ報告
書の最大の特徴は,現在原価会計が伝統的な原価主義会計に代わるべき基本
的制度 として勧告 された とい う点にある。 この提案は,1977年12日24日以
降に始まる会計年度からその実施が強制され るべきであるとされた。
⑧.1975年11月
イギ リスの6つ の職業会計士 団体 を代表す る合同委 員会(ConsultativeC・仙
mitteeofAccountingBodies-CCABと略 され る)に よ る 「イ ソ フ レ ー シ ョン
会 計 委 員 会 報 告 書 に 対 す る最 初 の 反 応(lnitialReactionstotheReportofthe
InflationAccountingCommittee)」
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'イソグラγ ド・ウ_ .ルズ勅許会計士協会等6つ の職業会計士団体は従来
から憎貧して貨幣購買力変動会計を主張し,SSAP7の暫定基準書を公表し
ている。それに対してサンディラソズ委員会報告書は全 く異質の現在原価会
計 を提 案 したの であ る。 このInitialReact童ons」は し・わ ば職業 会計士 団体
に よるサ ソデ ィランズ報告書への申し入れ書あるいは修正提案 ともい うべ き
ものである。すなわち,サ ソデ ィラソズ報告書が現在原価会計のみを提案し
ているのに対し,何 らかの形でその中に貨幣購買力変動の考慮を追加すべき
である一と提 言 してい る。
⑨1976年11月
イ ン フ レ ー シ ョ ン 会 計 運 営 グ ル ー プ(lnflationAccountingStee「ingG「o
uP　




.めに 作 成 さ れ た もの で あ り,委 員 長 の 名 を と っ て モ ー ペ ス(D・uglasM。rpet』〉
委員会報告書とも呼ばれている。
⑩1976年12月
インフレーシ ョン会計運営 グループ(IASG)による 「現在原価会計実施要領
(G・id・nceM・nu・1・nCu・rentCo・tA・ …nti・g)」 一
この ガイダンス ・マニ ュアルは,'ED18の内容を実 施す るため に必要 な手
続等を具体的に例示 し説明した ものであ り,全 体で278ページに も及ぶ詳細
な もので あ る。
⑪1977年11月
会 計 基 準 委 員 会(AccountingStandardCommittee-ASCと 略 され る)に よ る
「イ ン フ ・レ ー ジ
ョ ソ 会 計 中 間 勧 告 書(lnθati。nAcc。unt置ng__a且interimrec。m.
・nendati・n)」
この中間勧 告書は委員長 の 名を とって一般 に ハ イ ド(Wi11iamHyde)ガイ
ドラインと呼}甑 てい る・すなわち,この間の事情を少 し説明する.1976年
11脈 公表 されたED・8(モーベス委員鎌 舗)は ,1978年7月1日以陶 こ
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開始される会計年度からまず大企業に適用され,そ れ以後順次中小企業にも
適用 されて行 く予定にな っていた。しかし,こ のED18の 実施 に対しては
反対論や慎重論が提起 され た。 そ れ らは主に次の3点 についてであった。
ひとつは,伝統的な歴史的原価主義会計に代わ うて親しいまだ実証されてい
ない現在原価会計を基本財務諸表に盛 り込むことに対する抵抗であ り,第2
は,ED18の提案内容が余 りに も複雑す ぎて実践がむずかしいとい うことに
o
s
対 してである。第3は,ED18が 貨幣項 目の取 り扱いにふれていない ことに
対してであった。 これ らのED18の 実施に対する慎重論を受けて,イ ング
ラ ン ド ・ウェールズ勅許会計士協会は1977年7月に臨時総会を開 きその:是
...非を採決 した。そ の結果,実 施賛成 が46%,実:施反対 が54%と な り',結局,
ED18の実施は否決されたのであった。 しかし,会 計基準委員会は,現 在原
価情報の緊要性を認識し,ED18が否決された諸理由を考慮に入れた中間勧
告書 として新たに このハイ ド・ガ イ ドラ イ ンを公表す るに至ったわけであ
る 。
この よ うな理 由で,ハ イ ド ・ガイ ドラインは きわめ て簡単な提案 とな って
いる。すなわち,基本財務諸表は従来のままとされ,損益計算書のみが補足的
に修正計算されるだけであった。しか も,そ れは上場企業のみに実施が要求
されたのであった。ただ,先 のED18の 否決理 由にな った貨幣項 目の取 り
扱いについ て,こ のハ イ ド・ガイ ドライ ンに おい て全 く新 し く負債 修正(Ge一
aringAdjustment)とい う概 念 が 登 場 し た こ と が 特 記 さ れ る べ き で あ ろ う。
r
⑫1979年4月
会 計 基 準 委 員 会(ASC)に よ る 「現 在 原 価 会 計(CurrentC・stAcc・canting)」.
.・と題す る公開草案 第24号(ED24と 略される)
,ASCは,1978年7月 に,今 後 の 予 定(Statementoflntent)を公 表 し,1979
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ある。年次財務諸表は,歴史的原価にもとつ くものの他にゴ現在原価にもと
つ く損益計算書,現在原価にもとつ く貸借対照表(概要形式でよい)および注





原価 であ る。 このED24)'Y対す る コ メッ ト期 限 は,1979年10月31日 で
あ り,1980年1月1日以降に開始され る会計年度から発効 させたい予定 とな
っ て い る0
ED24の 特 徴は,新 た に貨 幣運転 資本 の修正(MonetaryWorkingCapita]















て の 解 説 書(GuidanceNotesonSSAPNo,16:CurrentCostAccounting)」
へこの ガ イダンス ・ノ ー トは,SSAP16の 解説を行 ない,現 在 原価会計に
もとつ く計算例を示 してい るが,あ くまで も解説書であって,SSAPの部分
を構成す るものではない。
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戦後におけるイギ リスのインフレーシ ョン会計についての経緯はおお よそ以




1975年6月 、日本会 計研究学会 イソ フv一 シ ョン会計特 別委員会 「インプレー
畳
6
シ ョソ会計の諸形態 と各国の現状」(会計 曽108巻4号)
1876年2月 加古宜士 「英国 インフレーシ ョン会計委員会報告」(企業会計28
巻2号 〉
1976年4月 日本会計研究学 会 イン フレー シ ョン会 計特別委員会 「インプレー
tシ ョン会計 の国際的動向」(会計110巻2号)
1976年10月 研 究会 「イソ フ'レー シ ョソ会 計 の研 究 一 ア プ ロ門 チ の仕方 ・'
8
各国の現状」(企業会計28巻11号)
1976年11.月..白鳥 庄之助 「英 国 イソ フレーシ ョ.ソ会計制度 化の展望」(企業会
計28巻12号)㌃,
1976年12月研究会 「インフレーシ ョ」会計の研究一 現在価値会計」(企業
会計28巻13号)
1977年3月 研究会 「インフレーシ ョン会計の研究一 モーペス委員会報告書
(ED18)」(企業会計29巻3号)
1977年3月 加 古宜士 「各国にお け るイン フレーシ ョン会 計の現 状一 イギ リ
ス」(説経通信33巻3号)
1977年9月 白鳥庄 之助 「英 国 カレン ト ・コス ト会計制度 化の検:討」(会計112
巻3号)
1978年6月 植 野郁太 「イギ リスにお け るイン フレ:一シ ョン会計 の展 開」(会計
'113巻6号)
・1978年10月 会 田i義雄 「イギ リスの イン フレーシ ョン会 計の実態」(産業経理
、38巻10号),,
1979年7月 林裕二 「英国における現在原価会計の展開」(産業経理39巻7号}




1979年ユ2月 森 田哲弥 「イソフレーシ'ヨソ会計 の動 向一 ア メリカ ・イギ リ
スの事情 を中心 に して」(ピ」ネズレビュー27巻3号)・
1980年2月 白鳥庄之助 「英国カ レン ト会計の計算構造と貨幣項 目」(会計ジ
ャー ナ ル 12巻3号)
1980年4月植野郁太 「カレン ト・コス ト会計の新展開』 公開草案第24号を
中心として」(会計117巻4号)
3.SSAPl6号 の 内 容
{1)用語の定義'
SSAP16号は,現 在原価たも とつ く会計基準を規定す るに先だ って,主 要
な用語の定義 を行 な一6℃ い る。それは8点 につ いてであ るが,SSAP16号 の
理解の うえに不可欠と思わ れ るので,・以下 に示 してお く。(3$一45項)
① 正 味 営 業 資 産.(Netoperatingdssets)
正味営業資産は,歴史的原価にもとつ く貸借対照表で扱われている固定
資産(投資を含む),棚飼資産および貨幣運転資本から構成 され る。
② 営 業 能 力(Theoperatingcapability)
企業の営業能力は,企 業がある期に,現 有の資源によって供給すること
のできる財貨 ・用役の額である。 これ らの資源は,会 計上,現 在原価によ
る正味営業資産であらわされ る。












れ る 。 ・1
⑤ 企 業 に と っ て の 価 値(Valuet・thebusiness)
企業に とっての価値は次のいずれかである。
③ 正味現在取替原価,
もし,正 味現在取替原価 ‡ り低価 した ことが認められ るときには,
(b)回収可能金額
⑥ 回 収 可 能 金 額(Recoverableamount)
回収可能金額は,資産の正味実現可能価額 もしくはそれを将来使用する
ことに よって回収す ることが可能な金額の うちの大 きい方である。
⑦ 貨:幣運 転 資 本(Monetaryworkingcapital}
貨幣運転資本は,資 本性の取引とは区別 される企業の日常の営業活動か
ら生 じた次の総計である。
(a)売掛金,前 払項 目お よび受取手形 プラス
fib;売上原価修正ができない棚卸資産 マイナス
⑥ 買掛金,未 払項 目お よび支払手形。
預金残高あ るいは借越は棚卸資産 の:量もし くは上記の④⑥(C)項目の量に
よって増減す る。預金残高 もし くは借越 の うちその ような増減変化から生
じた部分は,も しそ うす ることが現在原価にもとつ く営業利益に重大な影
響を及ぼすならば,企業の日常的営業活動を維持するのに必要な現金と同
じ く,貨幣運転資本に含め られるべ きである。
銀行やその他の金融機関の場合には,こ の定義は,資 本性の取引と区別
され る企業の 日常の営業活動か ら生 じた ものである限 り,そ の他の資産お
よびその他の負債を も包摂す るまで拡張 され る。












② 非上場会社の場合にはつぎの3条件の うち少な くとも2条件を満たす会
社
{n年 間売上高500.万ポン ド以上。.
㈹ 歴史的原価 に もとつ く期首の貸借対照表合計額が250万ポン ド以上
(ここで・貸借対照表合計額とは,投 資以外の固定資産の正味簿価,投 資,流 動
負債を差し引く前における前払項目 ・未収収益を含む流動資産の合計額である)
ω 平均従業員250名以上。'
③100%被 所有子会社は免除 され る。
④ 保険会社,不 動産投資会社,投 資信託会社その他の長期投資会社は免除
され る。
⑤ 長期的には利益を得ることを目的としていない実体たとえば慈善団体,
住宅金融会社,共 済組合,労 働組合,年 金基金な どは免除され る。
上記②項で示された会社の規模はfECの 第4次指令で大企業と分類されて
いるものに相 当 してい る。 また,こ の基準 に合致す る会社数は,5,000ない し
6,000社とい うことで,全 登録会社の1%以 下 とみ られてい るω。 さらに,先 の
ED18号と比較 してみ ると,ED18号では適用範囲が上場会社お よび年間売上
高1,000万ポ ン ド以上 もし くは総 資産1,000万ポン ド以上 の会社 であ ったか ら,
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もとつ く財務諸表 もし くは歴史的原価に もとつ く情報に加えて,本 基準・書に準
拠 して作成した現在原価にもとつ く財務諸表を含まなければならない(47卿,
覧
と規定 している。しかるに,現 在原価 に も とつ く財務諸表の表示方法 として
は,次 のいずれ で もよい としてい る(48項)。
① 歴史的原価にもとつ く財務諸表を基本財務諸表として示し,明瞭に表示
した現在原価にもとつ く財務諸表を補足として添付する。
② 現在原疵にもとつ く財務諸表を基本財務諸表として示 し;歴史的原価に
もとつ く財務諸表を補足 として添付す る。'
③ 現在原価にもとつ く財務諸表を唯一の財務諸表として示し,それに十分
な歴史的原価情報を添付する。 この歴史的原価開示の要求は,RECの第
4次指令が イギ リスとアイルラン ドの法律で制定 され るときに明示 される
ことにな るであろ うから,そ れ までの間は,現 在原価に もとつ く財務諸表




す る規定は,そ れを基本財務諸表 として示す ことができるとした点においで,
まさに画期的な ものである。従来からの数多 くあ るインフレーシ ョン会計に関
す る提案は,せ いぜいのところで,補 足財務諸表の開示を求あるかあるいは主
要な補足情報の注記を求め る程度 であった。アメ リカのSECに よるASR190
号(1976年)やア メソカのFASBに よる基 準書33号(1979年)によるイン フレ情
報の開示要求はその典型である。SSAP16号が,現 在原価に も と つ く財務諸
表を基本 とす ることもできるとした の は,先 の1975年におけるサソデ ィラソ
ぢ報告書の考え方を引き継いだもの と思われる。サソデ ィランズ報告書では,・
(303)イ 剃 スにおけ るイン ル ーシaン 会計17、
「現在原価会計の原則に準拠 して作成ざれた財務諸表が実践可能な限 り早期に
会社の基本的公表財務諸表 となることを勧告する。我 々は,現 在原価にもとづ
く財務諸表が歴史的原価基準にもとづいて作成された財務諸表に対する補足諸
表 として提示 され るのを適切 であ るとは考 えない(541項)`21」と明記 され てい る
のである。 この点につ いては当の会計基準委員会(ASC)も自負し て い、るよう
で,「上場会社 と大規模 な非上場会社に適用 され,会 社が望めば,現 在原価に
もとつく財務諸表をその基本財務諸表として表示することのできるような完全
な形での現在原価会計基準を実施す ることになったのは世界中でもイギ リスと











(ii;昌貨幣運転 資本 の修正を行な う。(49項)
すなわち,以 上の計算によって,.現在原価にもとづいた企業全体 としての営




は次の よ うであ る。





通常,こ め修正は貸 方に行なわれ る(利益の戻し入れの形をとる)。(50項)
SSAP16号で規定された現在原価にも とつ く損益計算書の特徴は,上 記の






え る。 これは,サ ソデ ィラソ・ズ報 告書や モーペ ス委 員会報 告書(ED18)が貨幣
項 目にかかわる損益の問題を度外視 してお り,それがひ とつの欠陥点として指
摘 されていた ことに対 して,ハ イ ド・ガイ ドライγにおいて解決策 として登場




ろ うか。 ここでは,「利益 とは何か」あ る い は 「企業にとっての利益か株主に
とっての利益か」とい う古 くて新 しい問題 が依然 として解決されない まま残さ
れ てい る とい え よ う。SSAP16号 では,『分 配可 能利益 との関係 にお いて,「現
在原価にもとつ く株主帰属利益は慎重に分配しうる金額を測定するものと考え




て い る 。
(5)現在原価にもとつ く貸借対照表
現在原価にもとつ く貸借対照表では,資 産と負債は次 の基礎によって計上さ'
れ る。
(a)土地 ・建物,機 械 ・装置および売上原価修正を受ける棚卸資産一 企業
に とっての価値 で。
(305)イ ギ リスにお け る インプ レ ・ーシ 謹ン会 計173
●
⑥ 関係会社投資一 この基準書にしたがって(現在原価基準で)計算した関
係会社 の正味資産 の うちの投資比率相当分で,.ただし,そ の ような情報が
容易に入手できないときは,投 資についての取締役による最善の見積値に
よる。取得時にプラスあ るいはマイナスの差額(投 資消去差顛)があ るとき
にはs下 記(e}と同じ方法 で処理す る。













金(currentcostreserve)勘定),Y'L.記入 さ れ る0す な わ ち,現 在 原 価 積 立 金 に は 再
評 価 差 額(reva童uati・nsurplusesordeficit,)と現 在 原 価 に も と つ く株 主 帰 属 利 益
を計算する際に行なった価格変動の影響についての修正額が含められる。ただ'
し・資産を正味現在取替原価から回収可能金額へ評価減した ときの金額は直接




ことが求め られ てい る項 目(表示内容)は以下の よう.である。
① 現在原価にもとつ く損益計算書(55項)










② 現在原価に もとつ く営業損益 と歴史的原価に もとつ く(利子 ・税金控除前








要求された基礎に よって,実 体 の資産 と負債を表示 しなければな らない。
ただし,歴史的原価にもとつ く完全な貸借対照表が開示される場合には,
現在原価によるもめは要約された形式のものでもよい。貸借対照表に対す
る注記には,正 味営業資産 と正味借入額の合計ならび にそれ ぞれの内訳























もとでは韻 益講 のうえでも・轍 状態の表示のうえでも現 実的な姿を表
示すること潜できない。 この点は原価主義会計の欠陥 として これ まで繰 り返 し
指摘された ところであ る。SSAP16号を㍉ 現在原価会計の も とで,企 業の正
味営鞍 産(蹴 資産調 卸資齢 よび鰭 騰 資本)
.したがって蝶 の営業勧'
級 ぼす特殊価格変動の影響を注 としそ損益講 のうえで考慮しようと意図
している。すなわち,企 業の営業能力資本の維持とい う考えが前面に出されて
い る。
インフレーシ ョン会計あるいは価格変動会計においては,企 業維持のため と
い う目的以外 に,一 般 には,将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ローの予測,貨 幣 の「般購
買力変動の影響の測定,企 業の全体としての業績あるいは企業価値の測定など
の目的ガミ挙 げ られ ることが多い(9,。 しか し,SSAP16号 は,こ の点 については
明らかに否定的見解を示 している。すなわち,以 下のようである。
現在原価会 計は,キ ャ ヅシュ ・フ ローの予測 の助 けには な るが,そ れ に とっ
て代やるものではない。 また,そ れは貨幣 の一般価値変動の影響を測定す るも
のでもな く・ある数値を特定 日の購買力通貨に換算す るもので もない
。それゆ
え,こ れ は一般 インフ レーシ ョン会 計の シ ステ ムではない。 さらに,そ れ は全
体としての蝶 の価値もしくは蝶 の陥 の変動を示すものでもない(3顕)。
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この ような見解 の う},r,`立って,SSAP16号は,現 在原価 会計 の 目的 もし












(4'FASBの基 準書第33号 で も,こ れ らの諸点 が 列挙 され てい る。StatementofFinancialAc・
coun伽gStandard:No.33　 Financia豊Repo而ngandChangingPrices,,,September1979,
PP.レ2,57-71.
4.SSAP16号に準拠Lた 現在原価 に もとつ く財
務諸表作成方法の例示
イギ リスの諸会計士協会で構成されている会計基準委員会はSSAP16号の
公表 と同時 に,SSAP16号 に関す るガイ ダ』ン ス ・ノー トを発 表 した。 このガ
イ ダンス ・ノー トはSSAPの 一 部ではないか ら,現 在原価 に もとつ く財務諸
表の作成に当 って強制され るものではないが,作 成のための手引書としては大
いに参考になる資料 である。内容は,固 定資産,運 転資本,負 債修正お よび連
、
結会計 の4部 か ら成 り,さ らに,ア ペソデ ックスにおいて現在原価 に もとつ く、
財務諸表の表示の雛型とその作成方法を例示 している。本節では,こ のアペソ
デ ックスの例示に沿 って,表 示例 と作成方法を見 ることにす る。
(1)現在原価にもとつ く財務諸表の雛型
現在原価に もとつ く損益計算書,貸 借対照表,お よび注記の雛型は以下の通
りである。・'この うち損益計箪 書に関 しては雛形 が2通 り示 され てい る。す なわ
ち,第1表 と第2表 である。これらの相違点は,負 債修正額の表示の位置であ
(30g)イ ギリスに:おけるインフレーション会計177



























現在原価にもとつ く株主帰属利益+配 当金4 .30
(第2表)1979年度Z社 現在原価にもとつく損益計算書(単位1,000ポンド)
1978年1979年



















































(311}イ ギ リスにおけ るイソ フレー シ3ン 会 計179
注記1
A.現 在原価に もとつ く財務諸表一般について,
この現在原価に もとつ く財務諸表はSSAP16号 に準拠 して作成された。現




息および税金控除前の)余剰 である。それは,企 業の生産的資産(正 味営業資産)
を維持す るのに必要な資金に対す る価格変動の影響を考慮した後に算定 され
るが,そ の資産が どのような形 で調達されたかは考慮 され ていない。
この現在原価にもとつく営業利益は・歴史鯨 騰 準で計算された利離 断
前の営業利益に修正を加 え る とい う形で算出され る。 これらの修正について
は,以 下のBお よびCに 記 されているし,注 記2に 表示 されてい る。
現 在原価にもとつ く株主帰属利益は,正味営業資産のうちの株主持分だけを
維持す るのに必要な資金に及ぼした価格変動の影響を考慮した後の余剰であ




前年度の当該金額は,さ らに修正を加えられ ることなしに昨年 のままの金額
で表示され る。ただし本年は,現 在原価にも一とつ く財務諸表が作成 され る最初
の年であ り,昨 年の数値が入手できないので,損 益計算書において前年度 の当
該金額は表示されていない。
B.固 定資産 と減価償却
固定資産の現在原価総額は次 のよ、うに して計算 された。
装置と建物は,政府から公表されている妥当な指数を歴史的原価に乗じて,
書き替えた。
土地の現在原価は,取 締役の見積 りに よった。













いて計算 された営業費用に対 して,ひ とつ は棚卸資産,'もうひとつは貨幣運転
資本 とい う2つ について修正が加えられ る必要がある。 この修正は政府の統計
局か ら公表され る価格指数の動向にもとづいて行なわれ る。 これ らの指数は当
該会社が経験する投入価格の変動を密接に反映している。
D.負 債修正
企業の正味営業資産の うちの1部 分は借入金によって調達され,こ の割合は
負債比率とよばれる。借入金を返済する債務は,負債で調達した資産部分に対































































合 計131,52・ ・2,7・21 ・&8・81・&必 ・
















である。 この例では,本 年が現在原価に よる財務諸表を作成した初年度に当る













1,機 械装置は,耐 用年数14年,定 額法で減価償却 され て きてい る。 この
度,現在原価会計を導入するに当 り,減価償却のために使 う耐用年数の見
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直Lが 必要となった。見直しを行 うた結果,14年とい う耐用年:数はやは一り
妥当であ り,,.現在原価会計 でもこの年数を採用すべ きであると決定 した。






















従 って,当 期減価償却費 はその14分 の1,す なわち約1,000'
※ 資産め売却処分については,正 しく記録がつけられている。 この例では,そ の
詳細は省略されている。当期に売却処分された資産は,歴 史的原価で1,600(うち
償却累計600),現在原価で3,4UO(うち償却累計1,100)であると仮定 されている。
(317 イギ リスにおけ るイン フレー シ ョン会 計 185.
3, 固定資産の歴史的原佃による当期変動高
土 地 機 械 装 置
合 計
歴史的原価 歴史的原価 償却累計額1正 味
9年1月1日 1,800 14,200 (4,498) 9,7Q2 11,502
売却処分 一 (1,600) 600 (1,000)(1,000)
当期購入 1,000 1,7{10 一 1,700 2,7GO
減価償却 一 一 (1,000)(1,000)(1,000)
9年・2月3・日i 2.8・・1 ・4.3・・1 (4,898)9,4・x 12,2U2
現在原価についてのデータとその計算
4. 1979年1月1日現在における現在原価 に よる機械装置の内訳は以下の
通 りで あ る。
取得年度 個別価格指数 現在原価 償却累計額
1966 41.7 2,050 1,900
67 43.3 1β10 1,120
68 43.6 1,310 1,030
69 45.5 2,500 1,780
70 46.8 一 一
71 51.5 『 『
72 57.4 1,990 990
73 61.4. 4;870 2,090
74 65.5 1,520 540
75 77.4 1,840 530
76 100.0 570 120
77 113.8 5,130 730
78 133.7 3,090 220
合計 26,180 ユ1,050
5. 1978年12月31目の当該資産 の個別指数: 142.5
X979年6月30日の当該資産の個別指数 1492
,186明 大 商 学 論 叢 く318}
1979年12月31日の当該資産 の個別指数154.6
た とえば,1966年に購入 した取得原価600の資産 の1979年1月1日 現
在における現在原緬は次の ように計算す る。
600(歴史的原価)×ユ4饗L2,05041.7
6.こ の例では,単 純化 のために,す べ ての機械装置 の価格変動修正はひ と
隔
つの指数で行なお癬 減価償却費の計算にもひと'つの耐用年数が使われて
























(319)イ 判 スにおけ る イ〃 レー シ 。ン会 計187












現 在 原 価積 立 金 へ の振 替(総 額 とパ ヅ





















土 地 機 械 装 置

































79年・2月3・日1 46・・126,9・ ・ (・2,?・2)1・4,・98 18,808
10,固定資産の未実現再評価剰余金計算表
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機械装置





バ ヅ ク ロ グ 一 (9121,118 1.11$
減価償却 (1,000) {1,850)」鯉 」幽
79年12弓31日(簿 価〉 9,402一 一一 一一 14,198 4,796
11.固定資産の売却処分
固定資産の売却処分代金は2,000であ った。 そ こで, 固定資産売却益に
ついて次の計算が行なわれ る。
歴史的原価 現在原価 差額
売却代金 2,000 2,000 一
売却資産の正味簿価 1,000 遡 900
固定資産売却益 1,000 100
この差額の900については,固 定資産売却にかかわ る, 現在原価にもと




























(注) これらの指数は,そ れぞれ各月の真ん中のものである。 この指数統計庶,政 府
統計局 か ら 「現 在 原 価会 計 のた め の価 格 指数 」(PriceIndexNumbersforCurrent
CostAccounting)」とい う本 に な って刊 行 され て い る。
8








(e)1979年11月30日(11月と12月 の平 均)201 .3
(f)1979年12月31日(12月と1月 の平 均)203.4
㈲ 1979年12月31日に至 る12ケ 月 間 の単 純平均190.7
2. 計算1一 売上原価の修正
この例では,期 首棚卸高は3ケ 月分,期 末棚卸高は5ケ 月分あると仮定
され てい る。
平均指数を利用する方法で売上原価修正の計算を行な うと以下の通 りで














㈹.㈹ の結果(増加纐)か ら〔輯の結果(在醐 の増加)を差し引 く.と売上原価






































修正も同 じ方法で行なわれ るべ きであ る。貨幣運転資本修正は,貨 幣運転
資本の変動額の うち価格変動によって生 じた変動部分を示し,数 量によっ
て生 じた変動を除去す るものであ る。
この例では,貨 幣運転資本は売掛債権 と買掛債務のみか ら成 っていると
仮定 されている。期首においても期末において も売掛債権 の方が買掛債務
も多か ったとされている。 また,期 首,期 末 とも貨幣運転資本の平均
滞留期間は1ケ 月であ'ると仮定 され ている。
期首貨幣運転資本(9,000-5,000)4 ,000
期末貨幣運転資本(10,500-6,000)4 ,500
ここでは売上原価修正の場合 と同 じ指数が使われ る。期首と期末の貨幣
運転資本 に は,売 掛債権 と買掛債務の平均年令を反映 した 指数が適用 さ









㈹ 期首と期末の貨幣運転資本を双方 とも期中平均値烙に換算した うえ'





㈹ ㈲ の結果(増加総額)から㈹の結果(数量の増加)を差し引 くことに よって
貨幣運転資本修正額(価格上昇による増加)を計算す る。
500一(一61.220)=561220(約)560
この例では,売 掛債権が買掛債務 よ り多か ったので,こ の修正額は利
益控除項 目とな る。 もし,買 掛債務の方が売掛債権 より多 くゼ しか も価
格上昇時であれば,こ の修正額は利益になる6

















現 金 ← .(2,600)遡L・
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陣 営f期中再評価 損 益 期 末
未実現再評価剰余金
土 地 1,510 300 1,810
機械装置 圃 圖
残.高 5,428 1,118 (1,7ら0)・' 4,796
棚御資産 100勘, 930 (810) 220覧i










実現合計 1 2.2・・/ 2,210
合 計 1醐 2β48 (350) 9,036
5. むすび一 特徴と問題点
以上,1980年3月 に イギ リスの会計基準委員会 (ASρ)から公表趣 たss
ヨ
AP16号 「現在原価会計」の内容とそれに準拠》た恥務諸奉の作成手続を詳細
に検討してきた。そ こにあらわれた特徴を要約ナ るとつぎの通 りである。
第1に,現 在原価に もとつ く財務諸表が伝統的な財務諸表の代 りに,基 本的
財務諸表 として提示され ることも可能 とな一つた ことが特徴 とLて 挙げられる。
従来, 制度会計Q枠 内では取得原価主義会計の比重がきわ轟て大きく・原価主
一ず
義の欠陥が指摘され続けてきたにも拘わらず,せいぜいの ところ, イ ソ フ レ フ"
一タを補足財務諸表あるいは注記事項 として提示要求される程度であった。こ
の点については.3節 の㈲現在原価にもとつ く財務諸表の表示方法のところで
検討 した が,SSAP16号 の規定 は,ま さに画期的 である。・
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費用を差 し引 くことによって算定 され る。 この場合,費 用を どの ように規定す






これまで提唱され てきてい る。 これ ら の観点か ら考 えれば,SSAP16号の思
考は,企業の正味営業資産の維持もしくは営業能力維持を目指していることが
明らかである。 この規定は一般インフレーシ ョンのための会計システムではな
いと明確に指摘 され てい る(33項)。しか るに,問 題ぱ,企 業 の営業能力維持の
観点から一度算出された現在原価にもとつ く営業利益を,今度は企業の正味営
業資産の調達源泉(株主持分と正味借入額)の側面か ら見直 し,'負債修正 とい う手
続を経て,利益の戻 し入れを行ない現在原価にもとつ く株主帰属利益を算定す
る点にある。負債修正とい う手続は,明 らかに正味貨幣項 目についての購買力
損益(一般的には貨幣負債示多いから,購買力利得が生ず る。いわウる債務者利得セあ
る)を把握す るための ものである。 とこY'い て2種 類の現 在原価に もとつ く,
利益が表示 されるわけであるが;利 益とは何かの問題は解決されないままにな
って い る。




ここでも同様であるがも棚卸資産に関レ(はその代 りに運転資本 とい う概念が
登場し,範囲演拡大された。運転資本は,営 業の過程で規則的に循環する棚卸
資産,営 業債権,営 業債務から成 っ て い る。 も っ と簡単に言 ゆてしまえば,
棚卸資産,売掛金,受 取手形,買 掛金,支 払手形などが運転資本に属し,これ
らは一種の物的資本としての扱いを受けるのである。運転資本は棚卸資産とそ
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れ以外の貨幣運転資本とに分けられ,貨 幣運転資本についても棚飾資1童に準ず
る修正が行なわれるのである。貨幣運転資本を一種の物的資本とみなす解釈は
おそら くはじめてのもQで あろ う。
第4に,売 上原価修正額 および貨幣運転資本修正額 の計算に,平 均法(aver・




'+) .当期仕入高(期中平均指数 とみなされ る)
』)期 中平均指数で換算された期末棚卸高
期中平均現在原価にもとつ く売上原価
すなわち,こ の期中平均現在原価にもとつ く売上原価と従来通 りの歴史的原
価にもとつ く売上原価 とρ葦額が,売上原価修正額になるわけである。この平
均法は,期 中平均値を どのようにして決め るかに問題が残 ってい る。 ガイダン
ス ・ノー トに示 され た計算例では当誹年度123'月の各月ρ指数の単純平均値
が採用 されてい る。.、
そ の他 の点 では,・SSAP16号に,..前年度 に:おけ る金額 も示す よ うに求め て
いるが,時 系列的な比較表 の作成は要求 されていない ことが指摘できる。FA一
SB第33号は,5期 間比較表の作成を求めて い る が・A・scもその必要性を認
め,で きるだけ早 く比較表)`Y関す る公開草案を出したい意向のようである(37
項)。
現在原価会計 とい う'未経験の制度 の実施に当っては,大 多i敦に よる合意を望
む ことは仲 咽 難であ り識 判や未解沢な点も劉 と思われる・このような状
況の中で,,あえて実施に踏み切 った会計基準委員会の決定は・まさ年英断と言
うべきであろ う。ASCはi.今後鞘 な改訂を加え る と～・う考えのもとで継
物 実施状況を見守って行 く考えであるが,す くな くとも3年間は何曜 更も
加えないつ もりであると表 明し,・その決意をあらわしている・轍 の成 り行き
に 注 目帰し た い 。,
∵なお,SSAP・6号に関しては,す でに以下の文献で織 と諦 が加えられ
(32g)イ ギ リスにおけ るイン フレーシ ョン会計197
ている。 あわせて参照 したので列挙 してお く。
秋山英一 「英国の現在原価会計 〈SSAP第16号をめ ぐって〉」経理情報No,
244,1980年6月1日 。
佐 々木秀一 「英 国の インフv会 計意見書(16号)」企業会計,1980年6月号。
白鳥庄之助 ・加古宜士 ・大迫勝(座談会)「物価変動会計の国際動向」企業会
計,1980年8月 号。
中野勲 「カレン ト・コス ト会計に お け る資源測定思考 と活動測定思考一
SSAPNo・16を中心 として」企業会計,1980年8月号
白鳥栄一 「インフレーシ ョン会計 の実態一 英 ・米国を中心 として」企業会
計,1980年8月 号
H.P.Gold,SSAP16CurrentCQstAccounting-TheEndoftheBe一
ginning?,TheAccountant'sMagazine,April1980.
A.G.Campbell,SSAP16-APracticalGuide,TheAccountant'sMa.
gazine,AprilandMay1980.
D・Ross・Currentcostaccounts-whatdothey皿ean? ,Accountancy,
June1980.
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